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研究要旨

全国のがん診療連携拠点病院を対象に、がん患者・家族の心理的サポート体制、がん患者・

家族ケアを実施する専門スタッフ体制やその教育・支援体制、がん患者・家族に対するコメ

ディカルスタッフの関わり及びサポート体制における問題点について実態調査を行った。全

286病院に調査票を郵送し、176通を回収、分析対象とした(有効回答率61.5%)。結果、が

ん患者又は家族へのカウンセリングは約半数の病院で看護師や臨床心理士、MSWらによって

行われていたが、グループ療法や自助グループ、患者会/家族会の実施割合は低かった。ま

た、EBMに基づき構造化されたグループ療法を実施していたのは7病院のみで、できない理

由として、9割の病院が「専門スタッフ又はトレーニングを受けたスタッフがいない」こと

を挙げた。同時に、グループ療法が提供できないことの患者・家族への不利益は多くの病院

で認識されていた。また、患者・家族へ教育プログラムを提供している病院は1割に満たず、

日々のケアの中で適宜実施している状況であった。専門スタッフはMSWが8割の、認定看護師

は7割弱の、臨床心理士は5割の病院に配置されていたが、それ以外の配置は低く、専門スタ

ッフへの教育・支援体制も十分とはいえない状況であった。コメディカルスタッフは、地域

住民や地域の医療機関への教育的役割を果たすなど、専門家としての役割を担っていた。

A.はじめに

がんの告知は極めて大きなストレッサー

となり、患者・家族はさまざまな精神的苦
痛を体験することになるl)。Derogatisら2)
は、がん患者の約半数の人々が心因性・反
応性の適応障害等の診断がつく精神的苦痛

を抱えていることを報告している。がんに
罷患する人々の心理社会的側面への影響を
扱う研究・臨床領域であるサイコオンコロ

ジーでは、人々が精神的苦痛に適切に対処
できない場合、心理的不適応が促進され、
日常生活や人間関係に障害が現れ、治療効

果や予後にも影響することが報告されてい
る3)。このように、がん患者・家族の精神
的苦痛を緩和することの重要性は医療者間
では認識されている一方で、実際の医療政

策では診療報酬の対象になっていないなど
体制が追いついておらず、臨床でこれらの
ケアが十分に提供されていない可能性が推

察される。
このような状況の中、平成16年度、わが

国ではがん医療の「均てん化」を図ること
を目標に、第3次対がん10か年総合戦略に
基づき、地域がん診療拠点病院の機能の充

実・強化、質の高いがん医療を受けること
のできる体制の整備、診療連携体制の確保
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などの、推進を目的に、がん診療連携拠点病

院が指定された4)。その指定要件には、「患
者、家族などからの相談等に対応する体制
の整備」が項目と
的な側面について
が明記されている

今回われわれは
が、これら患者・

和する_支援体制、
コントロールし、

のセルフマネジメ

して挙げられ、心理社会

も充実させていくこと

0

、がん診療連携拠点病院
家族への精神的苦痛を緩

症状や感情、日常生活を
治療を継続していくため
ント能力の獲得を促す

教育体制を整備しているか否かの実態を、

(1)がん診療連携拠点病院におけるがん
患者・家族のサポート体制、(2)がん患
者・家族ケアを実施する専門スタッフ体
制やその教育・支援体制、(3)がん患者・

家族に対するコメディカルスタッフの関
わり、及び(4)サポート体制における問題
点について調査した。なお、本調査結果は、

今後のがん診療連携拠点病院の患者・家族
サポート体制の方向性を探る上での基礎
資料になると考える。

調査の枠組み:がん患者・家族のサポー
トは多岐にわたる。本調査では、がん患者・



家族のがん告知後の精神的な衝撃や苦痛を
緩和するサポートに焦点を当て、がん患

者・家族のサポート体制として、保坂5)の
示す「がん患者・家族への精神療法的介入」
の分類を参考に、①危機介入としてホット

ラインや相談窓口の設置、②精神状態の改
善を図る個人精神療法的支援、③患者同士
のサポートを高め、情報提供や対処方法の

獲得の学習の機会を提供する集団精神療法
や自助グループ、④適応的な悲嘆を進める

グリーフケア(遺族会)、さらには、⑤不
安やストレスを緩和し自然治癒力を高める

ものとしての代替療法、加えて、セルフマ
ネジメント能力の獲得を目指す患者教育の

提供について調査した。そして、′このサポ
ート体制の設置と運営を実質可能にする専
門スタッフtの体制、質の確保のための教

育・支援体制、院内構造を調べた。

B.研究方法

1)調査対象
厚生労働省のホームページのがん診療

連携拠点病院指定一覧表に掲載されている
全286病院(平成19年1月　31-日現在)を
対象に、当該病院でがん看護に専門に従事

している看護師286人に回答を依頼した。
2)調査方法
対象機関の看護部長宛に調査票と返信

用封筒を郵送し、がん患者・家族支援の中
心となって活動する看護職に回答を求め、
返信してもらった。176　通を回収し(回収

率61.5%)、176通全てを分析対象とした
(有効回答率61.5%)。
2)調査内容
自記式選択式質問紙法を用いた。質問紙

の構成は、調査の枠組みを基礎に、①施
設・回答者属性、(診患者・家族の心理的サ
ポートの提供の有無、③サポートプログラ

ムの内容、④プログラムの実施体制、(9心
理的サポート提供上の問題点、(りがん患
者・家族教育の実施、⑦がん専門スタッフ

の配置と教育・支援体制、⑧その他のがん
患者・家族を支援する体制についてである。
3)調査期間

平成19年11月から平成19年12月末まで。
4)分析方法
各調査項目について、記述統計を行った。

病院規模による差についてはx2検定′を行
い、有意水準は5%未満に設定した。自由
記述については、類似した回答をまとめた。
5)倫理的配慮

医療機関や個人が特定できないように
調査票は無記名

回答の任意性、
た依頼文を添付

て、研究協力へ
なお、本研究は
究科倫理委員会

とし、調査票に研究の趣旨、

結果の公表の仕方を記載し
した。調査票の返信をもっ
の同意があったとみなした。

、広島大学大学院保健学研
の審査・承認を得た。

C.結　果
1)対象施設及び回答者の概要
回答を得た176施設の病床規模ごとの割

合を表1に示す。500床以上の大規模病院が1
12施設(63.6%)で、200床～500床未満が6
3施設(35.8%)、200床未満の病院が1施設
あった。

表1回答者の勤務機関の病床数

病床数　　　施設数　　　%
200床未満　　　1　　　0.6

200床～500床未満　　63　　　35.8
500床以上　　　112　　　63.6

n=176

回答を得た176施設の回答者は、女性174
人(98.9%)、男性1人(0.6%)で、年齢(平

均±SD)は42.9±8.2歳であった。回答者の
職位と所有する専門認定資格を表2に示す。
看護師長が最も多く、看護副師長、続いて

主任の順に多かった。また、専門看護師(教
育課程修了者を含む。)は23人(13.1%)、
そのうち、がん専門看護師は21人(11.9%)

であり、認定看護師は74人(42.0%)、そ
の内訳は、緩和ケア認定看護師41人(23.
3%)、がん性痺痛認定看護師22人(12.5%)、
がん化学療法認定看護師9人(5.1%)と3

分野が大部分を占めた。
回答者の所属部署を表3に示す。外科・

内科・混合病棟が42人(23.9%)で病棟勤

務者が多く、看護部22人(12.5%)、緩和
ケア病棟19人(10.8%)の順に多かった。
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表2　回答者の職位と専門認定資格

職位　　　　　　　　　　　　人数　　%
看護部長

看護副部長
看護師長

看護副師長

主任
その他

5　　　2.8

17　　　9.7

45　　　25.6

29　　16.5

26　　14.8

54　　　30.7

専門看護師(教育課程修了生含む)　　23　13.1

がん看護　　　　　　　　　　　21　11.9
無回答　　　　　　　　　　　　2　　1.1

認定看護師　　　　　　　　　　　74　　42.0
緩和ケア

がん性痔痛

がん化学療法

乳がん
無回答

41　　23.3

22　　12.5

9　　　5.1

1　　　0.6

1　　　0.6

n=176 (職位と専門認定資格は重複あり)

表3　回答者の所属部署(複数回答)

人数　　　　%

外科・内科・混合病棟

看護部

緩和ケア病棟

がん相談支援室

外来

化学療法室

緩和ケアチーム

地域連携室

がんセンター

化学療法病棟

緩和ケア推進センター

在宅ホスピス

無回答

42　　　　23.9

22　　　　12.5

19　　　　10.8

14　　　　　8.0

13　　　　　7.4

13　　　　　7.4

12　　　　　6.8

12　　　　　6.8

4　　　　　2.3

2　　　　　1.1

1　　　　　0.6

1　　　　　0.6

34　　　　19.3

n=176
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2)がん患者・家族のサポート体制

(1)がん患者に対するサポート体制
(表4、表5、表6)

がん診療連携拠点病院として、がん患者
に対してどのようなサポート体制を敷いて

いるかについて、グループ療法、個人カウ
ンセリング、ピアサポート/セルフヘルプグ
ループ、・患者会の実施の有無及びその実施

者について尋ねた。
がん患者数名をグループとして医療者

が一定のプログラムを提供する「がん患者
に対するグループ療法」の実施割合は14施
設(8.0%)と低く、5施設が病棟で、11施

設が外来で実施していた。グループ療法の
実施者は、看護師、医師、臨床心理士の順
に多く、複数の職種の組み合わせで実施し

ている施設もあった。また、院外の施設等
に紹介しているか否かについては、12施設
が紹介していると回答した。

一定の時間と場所を確保しての心理療
法、心理教育、個人相談である「がん患者
の個人カウンセリング」は89施設(50.6%)

で実施されており、実施場所は病棟57施設、
外来67施設で実施されていた。また、病棟、
外来の両方で実施している施設は43施設あ
った。個人カウンセリングの実施者は、臨
床心理士、看護師が多く、医療ソーシャル

ワーカー(以下、MSW)、医師と続いた。ま
た、院外の施設等への紹介は32施設あった。

表4がん患者こ対するサポート形態

施設数(%)

有　　　無　　　無回答

カレー嶋プ榛法

個人カウンセリング

ビア如路一ト

セルフヘルプ外レープ

患者会

14(8.0)156(88.6)　6(3.4)

89(50.6)81(46.㊥　6(3.4)

34(19.3)137(77.8)　5(2.8)

49(27.8)126(71.6)1(0.6)

n=176



表5　がん患者へのサポートを実施している場所と実施者　(複数回答)

施設数

実施数
実施場所

病棟　　外来

グループ療法

個人カウンセリング

ピアサポート
セルフヘルプグループ

患者会

14　　　　5　　　　11

89　　。57　　　　67

34　　　　6　　　　25

49　　　10　　　　39

実施者数

医師　看護師　臨床心理士　MSW　その他

6　　　　12　　　　　5

25　　　　50　　　　　55

8　　　　12　　　　　2

25　　　　36　　　　　　4

4　　　　　5

30　　　　　6

2　　　　16

9　　　　17

患者同士が集まり企画運営を担って活
動する自助グループである「がん患者のピ

アサポート/セルフヘルプグループ」は34
施設(19.3%)で実施されており、実施場所は

病棟6施療′、外来25施設で実施されていた。
ピアサポート/セルフヘル~プグループの実
施者は、患者が主体となるが、看護師や医

師も実施に協力していた。実施者としては、
自由記述に、患者ボランティアや保健師な
どが挙げられた。院外のサポートグループ

等の紹介は28施設あった。
医療者主導で組織された患者グループ

である「患者会」の実施は、49施設(27.8%)
であり、実施場所は病棟10施設、外来39施

設で実施されていた。患者会の実施者は、
J

看護師、医師、その他の順に多く、その他
の内訳は、薬剤師、がん患者ボランティア、
栄養士などであった。

表6がん患者I譲佃十の紹介状況

施設数(%)

有　　　重圧　　無回答

グルーープ瞭法

個人カウンビリング

ヒアサポート
セルフヘルプグループ

患者会

12(6.8)　5(Xお.4)114(朗.8)

32(18.2)　52(怨.5)　92(52.3)

3(15.9)　4∝2.7)108(61.4)

43(24.4)　39(22.2)　鋸(53.4)

n=176

(2)がん患者家族に対するサポート体制
(表7、表8、表9)

がん患者家族に対してどのようなサポート
体制を敷いているかについて、グループ療

法、家族カウンセリング/家族療法、家族会、
遺族会の実施の有無及びその実施者につい
て尋ねた。

表7がん患者の家族に対するサポート形態

実施数(%)

有　　　　怨　　無回答

カレープ療法　　　　　4(2.3)165(93.8)　7(4.0)

家族カウンセリング
家族療法

56(31.8)112(63.6)　8(4.5)

家族会　　　　　　　　9(5.1)160(90.9)　7(4.0)
遺族会　　　　　　　23(13.1)145(82.4)　8(4.5)
n=176

複数のがん患者の家族(重要他者)数名
をグループとして医療者がプログラムを提

供する「がん患者家族に対するグループ療
法」の実施割合は4施設(2.3%)と低く、2
施設が病棟で、4施設が外来で実施していた。

グループ療法の実施者は、看護師、MSWがと
もに3人(1.7%)、続いて医師2人(1.1%)の順
に多かった。また、院外の施設等に紹介し

ているか否かについては、4施.設が紹介して
いると回答した。

表8　がん患者の家族に対するサポートを実施している場所と実施者(複数回答)
施設数

実施数 芙

病　棟　外　来
グループ療法
家族カウンセリング

家族療法

家族会
冶族全

4　　　　　2　　　　　4

56　　　　30　　　　42

9　　　　　3　　　　　4

23　　　18　　　　1

美

医　師　　看護師　臨床心理士　M訊V　　その他
2　　　　　　3　　　　　1

12　　　　　33　　　　　28

1　　　　　3　　　　　　0

12　　　　　18　　　　　　6
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3　　　　　　2

19　　　　　　5

0　　　　　　2

5　　　　　　4



一定の時間と場所を確保しての心理療
法、心理教育、家族相談である「がん患者

の家族カウンセリング/家族療法」は56施設
(31.8%)で実施されており、吏施場所は病

棟30施設、外来42施設であり、両方で実施

している施設が22カ所あった。家族カウン
セリング/家族療法の実施者は、看護師、臨

床心理士が多く、MSW、医師と続いた。また、
院外の施設等へ紹介は16施設あった。

がん患者家族の家族が、情報交換や自助

活動をするグループである「家族会」は9
施設(5.1%)と実施している施設は少なく、
実施場所は病棟3施設、外来4施設で実施さ

れていた。家族会の実施者は、看護師3施設
(1.7%)、その他2施設(1.1%)であり、その
他の内容は、薬剤師、保健師、がん患者ボ

ランティアであった。院外のサポートグル
ープ等の紹介は14施設であった。
がん患者の遺族がグリーフケアをグル

ープで実施する「遺族会」は、23施設
(13.1%)にあり、実施場所は病棟18施設、
外来1施設であった。患者会の実施者は、臨

床心理士、MSW、その他の順に多くその他の
内容は、緩和ケアスタッフ、ボランティア、
作業療法士によって実施されていた。院外
の施設等の紹介は8施設であった。

表9　がん患者の家族に対するサポートの紹介状況

施設数(%)

有　　　　寝　　　無回答
グループ療法

家族カウンセリング
家族療法

家族会
遺族会

4(2.3)　47(26.7)

16(9.1)　51(29.0)

14(8.0)　41(23.3)

8(4.5)　51(29.0)

125(71.0)

109(61.9)

121(68.8)

117(66.5)

n=176

(3)がん患者に対するグループ療法の構
造

がん患者に対するグループ療法について、

すでに開発されている有効性のあるプログ

ラムや理論を基礎にしているかどうか、つ

まり、eVidence-based medicine/nursing

(EBM/EBN)を行っているかを尋ねた。

実施していると回答した14施設のうち、EB

M/EBNに基づいて行っていると回答したの

は7施設(50.0%)で、その内訳は、「がん

を知って歩む会/I can cope」5施設、「グ
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ループサイコセラピー」1施設、無回答1施
設であった。

構造化されているグループ療法の実施
内容について尋ねた。実施回数は1～3回が1
施設、4～5回が6施設、1回の時間は、1～2

時間以内が6施設、2時間以上が1施設であっ
た。また、実施期間は4週間が4施設、5週間

以上が2施設であった。1グループの構成人
数は、10人以内が6施設、20人で1施設あっ
た。フアシリテ一夕ーは7施設で参加してい

た。ニーズ調査を行っているかについては3
施設が行っている、5施設は行っていないと

回答した。実施評価は6施設が行っており、
2施設は行っていない筒異であった。実施し
ている時間帯は、勤務時間内、時間外が共

に5施設であった(表10)。

表10がん患者に対するグループ療法の構造
(複数回答)

実施内容　　　　　施設数
回　数

1回の時間

1～3回
4～5回

1～2時間以内

2時間以上

実施期間　　　　　4週間
5週間以上

1グループ構成人数　10人以内
′　　20人

フアシリテ一夕ー　　　　有
4荘
ノ、ヽヽ

ニーズ調査の実施　　行っている
行っていない

実施評価　　　　行っている
行っていない

実施している時間帯　勤務時間内

勤務時間外

6　1　4　2　6　1　7　1　3　5　6　2　5　5

n=12

(4)がん患者に対するグループ療法が実

施できない理由
がん患者に対するグループ療法を実施

していないと回答した施設に対し、実施で

きない理由を尋ねた。その内容は、「専門
スタッフ又はトレーニングを受けた

フがいない」136施設(87.2%)と多

いて「時間がない」72施設(46.2%)

ス

く
ツ
続

タ
　
、



表11患者のグンレー・プ憤法が頃兢托きない理由(複数回答)

理　由　　　　　　　　　　施設蜘)

専P弥タンフ又はトレ胡受けたヌクッ:功も、加、　13度肝2)

時間拘れヽ

方蜘ミ分か抽ヽ　T

場所がない

書物辞困匿対象になってlY加ヽ

体取の未整備

項在検討中

人手が足触＼

ク)レープの組み方によってfお欄こなる

ビアサボ」、ク)レ一一フ琴癌堵雪で十分対応でぎn＼る

意識がない

必弛ミ加、
プライ′もー債が守弛、ことが危駐れる

7れ犯)
67(堂.9)

3式か.5)

21(13.5)

9(5月)

8(5.1)

7伍.5)

7(1.5)

4Q.6)

2(13)

畑.6)
10.6)

n=156

「方法がわからない」67施設(42.9%)、「場
所がない」「診療報酬の対象になっていな
い」の順に続いた(表11)。
病床規模ごとに実施できない理由をみ

たところ、500床以上の病院でも500床未満
の病院でも同じ順位で差はみられなかった。

(5)がん患者のグループ療法を実施しな
いことによる不利益
患者にグループ療法が実施できない、又

は実施しないことによって患者や家族にど

のような影響があるかについて自由記述で
回答を得た(表12)。回答の得られた100
施設(56.8%)の内容を表12に示す。

患者へのマイナスの影響があると回答した
内容では、最も多かったのは「悩みや不安の
解決、ストレス解消の場がない/不安や悩み

を他者と分かち合うことができない。その
ことによる精神的負担の増大」が24施設で、
続いて「孤立・孤独に陥る/孤独による生き
る意欲の喪失/不安。うつ、マイナス思考を

強める」が22施設、「療養上必要な情報・他
者の知恵などの共有の場がない/社会資源
その他についての情報不足が起こる」が19

施設、「前向きに病気と向き合えなくなる/
病気が受容過程/悲嘆過程が遅れる/病気等
への対処能力(セルフケア能力)/自己コン
トロール能力の獲得が遅れる」が19施設の

順に多かった。

表12　患者に対してグループ療法が実施できないことの影響(自由記述)
(複数回答)

患者へのマイナスの影響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設数

悩みや不安の解決、ストレス解消の場がない/不安や悩みを他者と分かち合うことができない。
これによる精神的負担の増大。
孤立・孤独に陥る/孤独による生きる意欲の喪失/不安。うつ、マイナス思考を強める。

療養上必要な情報・他者の知恵などの共有の場がない/社会資源その他についての情報不足が起こる。
上記の要因等から、前向きに病気と向き合えなくなる/病気が受容過程/悲嘆過程が遅れる/
病気等への対処能力(セルフケア能力)/自己コントロール能力の獲得が遅れる。

支え合える人間関係が構築できない。
患者の不安等の増大によって、家族の負担感や不安が増大する。患者・家族のコミュニケーションに障害が起こる。
意思決定に必要な情報の不足が起こる。

医療者が入ることによって、情報の偏りや誤った解釈を防ぐことができる。(その機会を奪うことになる。)
QOLが高められない。
患者の選択肢が狭まる。(さまざまな支援体制があってよい。)

海外の文献では、余命に違いが有る結果が示されている。
患者の抱える問題が把握できない。

質の高いケアが受けられない。

24

22

19

19

3　6　3　3　2　2　1　1　11

影響は少ない/不明
わからない,比較できないので不明ではないか。

必要性は認識できるが、不十分なトレーニングのまま実施した場合の悪影響が考えられる/プログラムの質によって
是非は変わると思う。
なくても影響はないのではないか。

患者が高齢であり、必要性を感じない。
患者会があるので必要性はわからない。医療者主体になる必要はないのではないか。
地域性があり、病気を他人に知られたくない思いがあり、実施は難しい。

0　　21

n=100

51



患者への影響は少ないまたは不明と回答

した内容では、「わからない,比較できな

いので不明ではないか」10施設や「必要性

は認識できるが、不十分なトレーニングの

まま実施した場合の悪影響が考えられる/

プログラムの質によって是非は変わると思

う」2施設といった少数の回答が得られた。

(6)がん患者・家族教育
セルフマネジメントに関する患者教育の

実施状況について、表13に示す。症状マネ
ジメントに関しては、「教育プログラムの

一環として実施している」は、外来で11
施設(6.3%)、病棟で7施設(4.0%)、「日々
のケアの中で適宜実施している」が外来

124施設(70.5%)、病棟149施設(84.7%)
と大半を占めた。ペインコントロール教育

の実施状況は、「教育プログラムの一環と

して実施している」は、外来で11施設

(6.3%)、病棟で11施設(6.3%)であり、

「日々のケアの中で適宜実施している」が

外来124　施設(70.5%)、病棟152　施設
(86.4%)であった。ストレスマネジメント

に関する教育の実施状況は、「教育プログ

ラムの一環として実施している」は外来で

実施　6　施設(3.4%)、病棟で実施　2　施設
(1.1%)と少なく、「日々のケアの中で適宜
実施している」が外来90施設(51.1%)、病
棟111施設(63.1%)であった。社会資源の
活用方法に関する教育実施状況は、「教育

プログラムの一環として実施している」は

8施設(4.5%)、「日々のケアの中で適宜

実施している」が145施設(82.4%)であっ

た。

(7)患者のボディイメージの変容に関す

る支援体制
患者のボディイメージの変容に関する

かつらやリマンマなどの支援体制につい

ては、院内に支援体制があるのは　42施設
(23.9%)、院内になく紹介のみを行ってい
るのは126施設(71.6%)、支援体制がない

施設は5施設(2.8%)であった(表14)。

表14　患者のボディイメージの変容に関する支援

施設数　　　%

院内にある　　　　　　42　23.9
紹介のみ行っている　　　126　71.6

ない　　　　　　　　　5　　2.8

無回答　　　　　　　　3　1.7

n=176

(8)退院後のがん患者・家族のサポート
退院後のがん患者及び家族に対する相談

窓口については165施設(93.8%)がある

と回答し、精神的な不安や危機に陥ったと
きの緊急時の対応体制(ホットライン等)が
あると回答した施設は　48　施設(27.3%)で
あった(表15)。

＼

表13　がん患者・家族教育の実施状況(複数回答)

施設数(%)
実施している

教育プログラム　日々のケアの　　㌻芸∵∵　　無回答
実施して
いない

の一環　　　　中で適宜

症状マネジメント

ペインコントロール

ストレスマネジメント

社会資源の活用方法

外来　　　11(6.3)
病棟　　　　7(4.0)

外来　　　11(6.3)
病棟　　　11(6.3)

外来　　　　6(3.4)
病棟　　　　2(1.1)

8(4.5)

124(70.5)

149(84.7)

124(70.5)

152(86.4)

90(51.1)

111(63.1)

145(82.4)

20(11.4)　30(17.0)

12(6.8)　12(6.8)

19(10.8)　28(15.9)

10(5.7)　10(5.7)

55(31.3)　28(15.9)

48(27.3)　15(8.5)

12(6.8)　15(8.5)

n=176
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表15退院後のがん患者・家族のサポート状況
施設数(吻

あり　　　なし　　無回答

がん患者・家族の相談窓口　165(93.8)11(6.3)　吠0.0)
緊急時の対応体制　　　48(27・3)127(72・2)　1(0・6)

n=176

(9)代替療法の実施と内容
(表16,表17,表18)

代替療法について情報提供を行ってい
る施設は48施設(27.3%)で、代替療法を

実施している施設.は　76施設(43.2%)であ
った。代替療法の具体的内容を表17　に示
す。「アロマテラピー」を実施しているの
は42施設(23.9%)、「音楽療法」20-施設

(11.4%)、「フットケア」7　施設(4.0%)
の順に多かった。代替療法についてJ′
evidence-based medicine/nursing

(EBM/EBN)を行っているかを尋ねた。実施

している　と回答した　76　施設のう　ち、
EBM/EBNに基づいて行っていると回答した
のは24施設(31.6%)、実施評価を行って
いるのは　27施設(35.5%)、定期的に実施

しているのは17施設(22.4%)であった。実
施頻度は、過に一回が16施設あり、過に2
～3回実施しているのは11施設であった。

表16　代替療法の実施状況

施設数(%)

有　　　　無　　　無回答

情報提供　48(27.3)124(70.5)　4(2.3)
実施状況　　76(43.2)100(56.8)　0(0.0)

n=176

3)がん患者・家族ケアを実施する専
門スタッフ及び教育・支援体制
(1)専門職スタッフ体制
がん患者及び家族のサポートを行う専

門のスタッフ体制は、精神科医(サイコオ

ンコロジスト)の配置があるのは　69　施設
(39.2%)であり、そのうち常勤で配置して
いるのは　49施設であった。がん専門看護

師は　25施設(14.2%)、全施設が常勤配置
していた。がん看護領域の認定看護師は
121施設(68.2%)、医療ソーシャルワーカ

ーは149施設(84.7%)と最も多かった。臨
床心理士も88施設(50.0%)が配置してお

り、常勤配置も　67　の施設で行われていた
(表19)。
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表17　代替療法の具体的な内容(複数回答)

代替療法内容　　施設数　　%
アロマテラピー

音楽療法

リラクゼーション

フットケア

ー　アロママッサージ

イメージ療法

リフレクソロジー

リンパマッサージ

呼吸法
動物療法
筋弛緩法

無回答

42　　　23.9

20　　11.4
12753322112

6.8

4.0

2.8

1.7

1.7

1.1
1　6　6　11　0　0　1

n=176

表18代替療法の内容(複勤司雀)

施設数(%)

EBM/EBNに基づいて行っている　　21(31.6)

実応報拉行ってもち　　　　　　　㌘(35.9

定期的に実施している　　　　　　17(22.㊥

無回答　　　　　　　　　　　　17(9.の

n=76

病床規模ごとにみた、がん患者家族のサ
ポートを行う専門スタッフの配置状況を

表　20　に示す。学会等の認定する資格を有
する看護師や所属する医療機関が認定す
る認定/専門等の看護師を除き、配置は500
床以上の規模の大きな病院に高かった。精

神科医(サイコオンコロジスト)は、病床
規模に関わらず4割の施設が配置していた。

また、500床以上の病院でもMSWがいない
施設も存在した。認定看護師や臨床心理士
の配置は、500床以上の病院に有意に高か

った(表20)。



表19　がん患者・家族のサポートを行う医療スタッフの配置状況　(複数回答)

施設数(%)
配置している　常　勤　非常勤

精神科医(サイコオンコロジスト)

がん看護専門看護師
がん関連領域の認定看護師
医療ソーシャルワーカー
臨床心理士

69(39.2)　　49　　24

25(14.2)　　25　　　0

121(68.2)

149(84.7)

88(50.0)

学会や協会等が認定するカウンセラーや家族心理士などの資格を有する看護師　　19(10.8)
所属する医療機関が認定するがん関連領域の認定/専門等看護師　　　　　　　　17(9.7)

121　　　1

146　　　22

67　　　31

16　　　　3

18　　　　0

表20　病床規模ごとにみたがん患者・家族のサポートを行う専門医療スタッフの配置

病床数

人　　%　　　人　　　%

精神科医
(サイコオンコロジスト)

がん看護専門看護肺

がん関連領域の認定看護師

医療ソーシャルワーカー

臨床心理士

学会や協会等が認定するカウンセラーや
家族心理士などの資格を有する看護師

所属する医療機関が認定するがん関連領域の認
定/専門等看護師

有
無
　
有
無
　
有
無
有
無
　
有
無
　
有
無
　
有
無

24　　42.9　　45　　　46.9　　.rn O.631
152

154

32　　57.1　　51　　53.1

8　　14.0　　17　　17.5　　.「.　0.570

49　　86.0　　80　　　82.5

35　　58.3　　86　　　79.6　　.′、n O.003

168

161

25　　41.7　　22　　　20.4

54　　90.0　　95　　　94.1　　　　　　　0.343

6　　10.0　　　6　　　5.9

24　　41.4　　64　　　66.0　　.■■　　0.003

155

142

34　　58.6　　33　　　34.0

9　　16.7　　10　　11.4　　　‥(　　0.368

45　　83.3　　78　　　88.6

6　　11.1　11　　12.1　　‥r O.860
145

48　　88.9　　　80　　　87.9

注)x2検定

(2)専門スタッフを支援体制

がん患者、家族のサポート体制について
「ボランティアスタッフ」「宗教家の協力

体制」の有無を尋ねた。ボランティアスタ

ッフがいる施設は　30施設(17.0%)、宗教
家の協力がある施設は　8施設(4.5%)と少
なかった(表21)。

また、がん患者、家族のサポートを行って

いるスタッフへの支援体制に関して、「ス

タッフのストレスマネジメントに関する

支援体制(リエゾンナースや臨床心理士の

配置、リラックスルームの配置、気分転換

休暇の導入など)」の有無を尋ねた。これ

らの支援体制があると回答したのは　63施

設(35.8%)であった(表21)。

表21専門スタッフを支援する体制
施設数伽)

有　　　　無　　　無回答

ボランティアスタッフ

宗教家の協力体制
スタッフのストレスマネジメント

に関する体制

30(17.0)145(82.4)　1(0.6)

8伍.5)　167㊥4.功　1(0.8

63(35.㊥　111胎3.1)　2(1.1)

n=176
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表22　院内での資格取得の推進状況
施設数(%)

推進している　推進していない　　無回答

専門看護師　117(66.5)　　　58(33.0)　　1(0.6)
認定看護師　　171(97.2)　　　　5(2.8)　　　0(0.0)

n=176

(3)医療従事者に対する研修体制
医療従事者に対する院内研修の内容に、

がん患者や家族のサポートや教育に関す
る内容が含まれているか否かについて問
うたところ、含まれていると回答したのは

108施設(61.4%)であった。

また、専門看護師や認雇奉護師の資格取
得の推進状況について、専門看護師の資格

取得を推進しているのは117施設(66.5%)
であり、認定看護師の資格取得を推進して
いるのは171施設(97.2%)と専門看護師よ

り認定看護師の資格取得を推進している
施設が多かった(表22)。

4)その他のがん患者・家族を支援する

体制
(1)がん患者・家族への情報提供と意思決
定への支援

がん患者・家族への情報提供と意思決定

への支援を併せ持つ機能として「がん患者
や家族が参加するケースカンファレンスの
実施」が挙げられるが、これは　51施設

(29.0%)のみが行っていた。また、がん患
者・家族を含む地域住民への教育にコメデ
ィカルスタッフが果たす役割として、がん

に関する講演会や研修会の開催など「地域
住民に対する教育の実施」が挙げられるが

これについては103施設(58.5%)が行って
いた(表23)。

(2)地域全体のがん診療のレベルを向上
させるための取り組み
がん診療連携拠点病院には、地域全体の

がん医療の水準を上げる役割があり、この

方策の一つとして、がん医療専門スタッフ
がもつ知識や技術を移転する「コメディカ
ルによる地域の医療機関のコメディカルへ

のがんに関する教育の提供」が挙げられる。
これは、105施設.(59.7%)が行っていると
回答した。(表23)
(3)がん患者・家族を支援する院内の構造

がん患者・家族を支援するため.の院内の
構造についての結果を表　24　に示す。患者
情報センター、患者が利用できるがん関連
の資料を集めた図書室または資料室があ

る施設は76施設(43.2%)であった。また、
家族が患者に付き添うための宿泊施設が
ある施設は39施設(22.2%)、ホテルと提携
している施設は　6施設(3.4%)であった。

宿泊施設を有していない施設は134　施設
(76.1%)であった。

表23　情報や教育の提供体制

施設数(%)
有　　　　無　　　無回答

がん患者や家族が参加するケースカンファレンス
コメディカルによる地域住民への教育

コメディカルによる地域の医療機関コメディカルへの
がんに関する教育提供

51(29.0)122(69.3)　3(1.7)

103(58.5)　73(41.5)　0(0.0)

105(59.7)　70(39.8)　1(0.6)

n=176
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表24　がん患者・家族を支援する院内の構造

施設数(嘲

有　　　　　　　　　　　　　　　無

図書室または資料室の設置

宿泊施設の設置(複数回答)

76(43.2)　　　　　　　　　　　100(56.8)

有　　　　ホテル等と提携　　　　無

39(22.2)　　　　6(3.4)　　　134(76.1)

n=176

表25調査票に示した以外のがん患者・家族への支援(自由記述)

(複数回答)

内　容　　　　　　　　　　　施設数

緩和ケアチ一.叫舌動

在宅ホスピス支援(相談・紹介・連携)

市民公開講座

セカンドオピニオン外来

電話による相談

6

6

5

3

3

都道府県と地域がん診療連携拠点病院との情報交換の場　　　2

緩和ケア外来　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

症状緩和に関する専属の看護師配置　　　　　　　　　　　2

病院ホームページでメール相談　　　　　　　　　　　　　1

住民参加の談話会　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

地域訪問看護ステーションとの連携　　　　　　　　　　　1

食堂で食べやすい食事の工夫　　　　　　　　　　　　　1

n=28

3)調査票に示した以外のがん患者・家族
への支援
調査票に示した内容以外のがん患者・家

族への支援について、自由記述で回答を得

た。「緩和ケアチーム活動」6　施設、「在
宅ホスピス支援(相談や紹介、訪問看護ス
テーションと連携)」6　施設などが挙げら

れた(表25)。

D.考　察

1.がん診療連携拠点病院におけるがん
患者と家族へのサポート体制
今回、われわれは、がん診療連携拠点病

院がもつ機能のうち、特にがん患者と家族
への心理的サポート機能に焦点を当て、そ
の実施状況と、その役割を中心となって担

うと考えるコメディカルスタッフの体制
について調査を行った。
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その結果は、予測通りであり、極めて乏

しい.実態が明らかになった。複数ある心理

的サポートでは、患者.・家族の相談窓口の
設置は設置基準で推奨されているせいか

高い割合で実施されており、看護師や臨床

心理士による個人面談やカウンセリング
は半数の施設で実施されていた。その一方

で、がん患者・家族のニーズが高く　6)7)、
その再発率や死亡率の減少及びQOLの向上
が報告されているがん患者のグループ療

法8~13)、がん告知の衝撃から回復し、がん
とうまく付き合ってQOLの高い生活を送る
スキルを身につける教育プログラム14)な

どは、その必要性と有効性が理解されなが
らも実施割合は極めて低い実態であった。
これについては、さまざまな要因が考えら

れるが、がん診療連携拠点病院に、「がん
患者・家族に対する何のアウトカムを向上



させるのか。そのゴールを達成するために

誰をどこに配置し、どのような役割を担わ

せるか」といったゴール設定が明確にされ

ないまま、指定を受け、試行錯誤の中で取

り組んでいることが推察される。実際、看

護師の重要な機能であるセルラマネジメ

ント能力の獲得を促す患者教育ば、日々の

ケアの中で適宜行われてはいるが、構造化

された形で明確に実施している施設は少

なく、ここにも「がん患者・家族に対して

看護師としてどのような役割を果たす必

要があるのか」の吟味が十分になされてい
ないことが伺えた。

しかしながら、多くの施設で患者・家族

ケアの量と質の向上に向けた努力は伺え

た。心理療法的介入が実施できなし.、理由で
は、多数回答を占めるのではないかと推測

していた「診療報酬の対象になっていな

い」ことや「時間がない」は低く、むしろ、

「専門スタッフ又はトレーニングを受け

たスタッフがいない」ことや「方法がわか

らない」ことが挙げられた。この'点からも、

心理的サポートを実施しやすいように医

療政策的な支援体制を強化し、卒後専門教

育課程や卒後教育の中でこれらのスキル

を身につける研修の充実が推進される必

要がある。自由記述の中で、患者・家族の

選択の多様性を指摘した者がいたが、複数

のプログラムの中から自分にあったもの

が選べるような体制にする必要があろう。

Evidence-based medicine/nursing

(EBM/EBN)とアウトカムマネジメントの

重要性15)は常に強調されているが、コメデ

ィカルスタッフが文献を検討し、有効性の

あるものは患者・家族の利益のために早期

に導入し、実施評価を継続的に行っていく

ことががん医療の質を高めていく　ことに

つながると考える。

2.がん患者・家族ケアを実施する専門
スタッフ体制や教育・支援体制

臨床心理士やがん関連領域の認定看護
師の配置は、われわれが推測していた以上

に進んでいた。一方で、がん患者・家族に
ベストプラクティスを提供するために組
織のサービス提供システムを変えていく

changeagentl5)として活動する役割をもつ
専門看護師の配置は進んでいなかった。ま
た、資格取得の推進をしている施設も認定

看護師に比較しても少なく、彼らの役割の

理解を全国的に進めていく必要性が伺え

た。加えて、宗教家やボランティアの支援

を受けることや、緊張を強いられるスタッ

フのストレスマネジメントや能力の向上

を図る院内教育システムの一層の向上の

必要性も示唆された。

3.がん患者・家族に対するコメディカ

ルスタッフの関わり

チーム医療の重要性が強調される中、コ

メディカルスタッフの果たす役割は大き

い16)。本調査結果でも、心理的サポートを
提供している施設においては看護師や臨

床心理士などがプログラムを運営してい

る様子も伺えた。また、地域住民に対して

も、教育講演活動を行うなどの活躍がみら

れた。「1」に述べたように、アウトカム

を明確にすることによってコメディカル

スタッフの役割や位置を明確にし、院内で

のサービス強化に加えて、がん診療連携拠

点病院は地域の中核病院として、連携する

地域の医療機関への技術移転を行うなど

して、地域のがん医療の水準を高める必要

があることが伺えた。

E.結　語
全国のがん診療連携拠点病院を対象に、

がん患者・家族の心理的側面へのサポート
体制、サポートを提供する専門スタッフ体

制や教育・支援体制、がん患者・家族に対
するコメディカルスタッフの関わりの実
態について調査を行った。がん患者・家族

のサポート体制は全体に実施割合は低く、
特にその有効性が先行研究で示されてい
るグループ療法の実施割合は極めて低か

った。また、がん患者・家族を支援する
専門スタッフの配置も医療ソーシャルワ
ーカーを除き十分ではなく、彼らへの院内
の支援体制や教育体制も十分ではなかっ

た。しかし、前向きに取り組む姿勢は伺え、
サポート提供のための方法論や疲術の習
得によって実施施設割合が高まる可能性

も示唆された。
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